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はじめに 

 

平成26年６月に、アレルギー疾患対策基本法（平成26年法律第98号、以下「法」

という。）が成立し、平成 27 年 12 月に施行された。法第 11条第１項に、「アレルギー

疾患対策の総合的な推進を図るため、アレルギー疾患対策の推進に関する基本的

な指針（以下「基本指針」という。）を策定しなければならない」と規定され、平成 28 年

２月より、「アレルギー疾患対策推進協議会」において基本指針に関する議論が行わ

れ、平成 29 年３月 21 日に基本指針の厚生労働大臣告示を行った。 

この基本指針の中で、国民がその居住する地域に関わらず、等しくそのアレルギ

ーの状態に応じて適切なアレルギー疾患医療を受けることができるよう、アレルギー

疾患医療全体の質の向上を進めることが謳われており、基本指針にアレルギー疾患

の医療提供体制について、以下内容が記載された。 

 

   国は、アレルギー疾患を有する者が居住する地域に関わらず、適切なアレル

ギー疾患医療や相談支援を受けられるよう、アレルギー疾患医療の提供体制の

在り方に関する検討を行い、その検討結果に基づいた体制を整備する。 

（基本指針 第３条（２）オ） 

   国は、アレルギー疾患医療の提供体制の更なる充実を図るため、国立研究開

発法人国立成育医療研究センター及び独立行政法人国立病院機構相模原病院

等アレルギー疾患医療の全国的な拠点となる医療機関及び地域の拠点となる医

療機関のそれぞれの役割や機能並びにこれらの医療機関とかかりつけ医との間

の連携協力体制に関する検討を行い、その検討結果に基づいた体制を整備する。

（基本指針 第３条（２）カ） 

   国は、国立研究開発法人国立成育医療研究センター及び独立行政法人国立

病院機構相模原病院を中心とする医療機関の協力のもと、最新の科学的知見に

基づく適切な医療に関する情報の提供、アレルギー疾患医療に関する研究及び

専門的な知識と技術を有する医療従事者の育成等を推進する。 

（基本指針 第３条（２）キ） 
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当該事項について、平成 29 年４月より、「アレルギー疾患医療提供体制の在り方

に関する検討会」を開催し、より具体的な内容の検討を進めてきた。 

今回、都道府県をはじめとするアレルギー疾患対策の推進に携わる者が、アレル

ギー疾患全体の質の向上に資する医療体制を検討する際に活用できるよう、アレル

ギー疾患医療提供体制の在り方について、ここに具体的な考え方をとりまとめる。 
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１．アレルギー疾患医療提供体制の全体イメージ 

アレルギー疾患の重症化の予防のためには、正確な診断に基づく、適切な治療

と管理が行われることが重要である。 

そのため、診療所や一般病院で発症早期や軽症の患者の多くの診療を担うかか

りつけ医1に対し、科学的知見に基づく適切な医療に関する情報が常に提供され、

それに基づき、適切な治療が決定される環境が構築されることが重要である。 

各都道府県でアレルギー疾患医療の拠点となる医療機関である「都道府県アレ

ルギー疾患医療拠点病院（以下、「都道府県拠点病院」という。）」は、診療所での

診断・治療や、診療所から紹介を受けた一般病院での診断・治療では病態が安定

化しない場合、適宜、診断・治療に関与することが必要となる。その後、病態が安定

化した場合や治療方針に大きな変化がない場合は、患者の利便性も鑑み、かかり

つけ医による診療を中心に行うことが望ましい。また、都道府県拠点病院は、都道

府県が設置する「都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会（以下、「都道府県連

絡協議会」という。）」で検討されるアレルギー疾患対策に、主体的に取り組む。 

アレルギー疾患医療の全国的な拠点である「中心拠点病院（国立研究開発法人

国立成育医療研究センター、独立行政法人国立病院機構相模原病院）」は、アレ

ルギー疾患に関する科学的知見に基づく適切な情報の提供を行う。さらに、各都道

府県拠点病院の専門的な知識及び技術を有する医療従事者を育成するため、関

係学会や関係団体等と協力し、中心拠点病院やその他の医療機関での研修等の

企画を行い、都道府県拠点病院と協力し計画的に実施する。 

かかりつけ医、都道府県拠点病院、中心拠点病院の連携のイメージ図について

                                              
1 本報告書における「かかりつけ医」とは、なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知し

て、必要な時には専門医、専門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福
祉を担う総合的な能力を有する医師であり、病院の医師か、診療所の医師か、あるいはどの

診療科かを問うものではない。 
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は、別紙１を参照。 

 

２．アレルギー疾患医療に携わる医療機関やかかりつけ医等に求められる役割 

アレルギー疾患医療全体の質の向上を進めるにあたり、中心拠点病院、都道府

県拠点病院、かかりつけ医との間の連携協力が必要である。また、アレルギー疾

患医療において、薬局が、医療機関と連携し、患者の服薬状況の把握を介した薬

学的管理を実施する等、積極的に関与することが、重症化の予防及び治療のため

には重要である。 

これら医療機関や薬局に求められる役割を、診療、情報提供、人材育成、研究、

その他の観点から以下の通り整理する。 

１） 中心拠点病院の役割 

① 診療 

中心拠点病院は、都道府県拠点病院と同様、診断が困難な症例や標準的

治療では病態が安定化しない重症及び難治性アレルギー疾患患者に対し、関

係する複数の診療科が連携し、診断、治療、管理を行う。 

② 情報提供 

中心拠点病院は、国民や医療従事者その他のアレルギー疾患に携わる関

係者に対し、ウェブサイトや講習会等を通じ、アレルギー疾患に関する科学的

知見に基づく適切な情報を提供する。 

③ 人材育成 

中心拠点病院は、都道府県拠点病院でアレルギー疾患医療に従事する、専

門的な知識と技術を有する医療従事者の育成のため、関係学会や関係団体

等と協力し、中心拠点病院やその他の医療機関での研修等の企画を行い、都

道府県拠点病院と協力し計画的に実施する。 
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さらに、全国の都道府県や市区町村等で実施する地域住民、医療従事者そ

の他のアレルギー疾患に携わる関係者向けの研修や講習会で活用できる共

通教材等の作成、提供を行う。 

④ 研究 

中心拠点病院は、国が全国的な疫学研究、臨床研究等を長期的かつ戦略

的に推進することに協力する。 

⑤ その他 

中心拠点病院は、全国拠点病院連絡会議を開催し、全国の都道府県拠点

病院との情報共有、意見交換等を行い、アレルギー疾患医療の均てん化に向

けた取組等につき協議を行う。 

 

２） 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の役割 

① 診療 

診断が困難な症例や標準的治療では病態が安定化しない重症及び難治性

アレルギー疾患患者に対し、関係する複数の診療科が連携し、診断、治療、管

理を行う。 

② 情報提供 

アレルギー疾患の重症化の予防には、平時からの自己管理が重要であるた

め、患者やその家族、地域住民に対するアレルギー疾患に関する適切な情報

の提供に取り組む。また、都道府県連絡協議会が企画する、患者やその家族

に対する定期的な講習会や地域住民に対する啓発活動等に主体的に取り組

む。 

③ 人材育成 

都道府県連絡協議会での検討を元に、都道府県でアレルギー疾患医療に
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携わる医療従事者の知識や技能の向上に資する研修のみならず、保健師、栄

養士や学校、児童福祉施設等の教職員等に対する講習の実施に、積極的に

関与する。 

④ 研究 

学校現場でのアレルギー疾患対策の状況やアレルギー疾患の地域的特性

等、都道府県におけるアレルギー疾患の実情を継続的に把握するための調

査・分析を行い、都道府県によるアレルギー疾患対策の推進を支援する。また、

国が長期的かつ戦略的に推進する全国的な疫学研究、臨床研究等に協力す

る。 

⑤ その他 

学校や保育所等、各都道府県の教育機関が抱えるアレルギー疾患に関す

る諸問題に対して、医学的見地からの支援を行う。 

 

上記役割の具体的内容については、別紙２を参照。 

 

３） かかりつけ医の役割 

かかりつけ医は、定期的な処方や検査等の日常的診療を行う、患者に最も身

近な存在であり、こうした日々の診療において、科学的知見に基づいた適切な医

療を提供することが期待される。そのため、都道府県連絡協議会等が企画する

研修会に積極的に参加し、最新の科学的知見に基づいた適切な医療について

の情報を有する必要がある。 

また、診療所や、診療所から紹介を受けた一般病院で診断が困難な症例や標

準的治療では病態が安定化しない重症および難治性アレルギー疾患患者につ

いては、適宜、都道府県拠点病院を紹介することが求められる。 
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 ４） 薬剤師・薬局の役割 

   アレルギー疾患において、薬剤師・薬局は医師の処方に基づき、患者に対し

て有効で安全な医薬品による治療を提供することが重要である。そのため、薬剤

師・薬局は、医療機関と連携をとりながら、最新の科学的知見に基づいた適切な

情報提供及び指導を行う必要がある。 

   また、薬学的専門性の観点から、服薬情報や副作用（特にアレルギー歴）等の

情報について、処方を行った医師へのフィードバックを行うこと等も求められる。 

 

３．都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の選定 

１） 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の選定主体について 

選定主体は都道府県とし、人口分布、交通の利便性等地域の実情を総合的に

考慮し、都道府県の中でアレルギー疾患の診療ネットワークの中心的な役割を

果たしている、または将来果たすことが期待される医療機関を都道府県拠点病

院として選定する。 

都道府県は、都道府県拠点病院の活動実績等を定期的に評価し、必要に応じ、

都道府県拠点病院の見直しを行う。 

なお、国は、都道府県が都道府県拠点病院を評価するにあたり、必要な支援

を行う。 

 

２） 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の選定要件について 

都道府県拠点病院は、各都道府県につき、原則１～２箇所程度選定されるも

のとする。 

都道府県拠点病院には、内科、小児科、耳鼻科、眼科、皮膚科領域の学会の

専門医（認定医）資格を有する医師が常勤していることが求められる。選定を検
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討する医療機関に、このような医師が常勤しない診療科がある場合、その診療

科の専門医（認定医）が常勤している他の医療機関の診療科を合わせて選定す

ることで、都道府県拠点病院としての選定基準を満たすものとする。なお、専門

領域の広い内科、小児科の医師については、日本アレルギー学会のアレルギー

専門医資格の認定を受けた医師が常勤していることが望ましい。  

加えて、都道府県拠点病院には、アレルギー疾患に関する専門的な知識を有

する薬剤師、看護師、管理栄養士等が配置されていることが望ましい。 

また、都道府県拠点病院は、小児から高齢者までの診療を担える医療機関で

あることが基本であるが、都道府県における小児アレルギー疾患医療の中心的

な役割を担っている小児専門医療機関が存在する場合、当該機関も都道府県拠

点病院として選定されることが考えられる。 

 

４．都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会の設置 

１） 都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会の役割 

都道府県は、アレルギー疾患対策を推進するため、都道府県連絡協議会を設

置する。都道府県連絡協議会は、都道府県拠点病院で実施する調査、分析を参

考に、地域におけるアレルギー疾患の実情を継続的に把握し、都道府県拠点病

院を中心とした診療連携体制、情報提供、人材育成等の施策の企画、立案や実

施等、地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の推進を図る。 

 

２） 都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会の構成 

都道府県連絡協議会の構成員としては、例えば、都道府県や都道府県拠点病

院、アレルギー疾患の日常的な診療を行う医療機関、アレルギー疾患に関する

専門的な知識を有する医療従事者、医師会、市区町村、教育関係者、アレルギ
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ー疾患医療を受ける立場にある患者や住民その他の関係者が想定される。 

すでに都道府県において同様の組織がある場合には、これを活用して差し支

えない。 


